民間投資活性化等のための税制改正大綱

その基本的な考え方とポイント
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　所得税の確定申告とは、毎年１月１日から12月31日までの１年間に生じた所得金額と、それに対する所得税の額を計算し、税務署へ申告することです。
　一般的なサラリーマンの人は、毎月の源泉徴収で所得税の納税が完了しているので、通常は確定申告を行う必要はありませんが、副業による収入のある人や、土地建物の売却益がある人など、一部の人は対象となります。
　確定申告書は、次に示すような工程を経て作成しなければなりません。
■確定申告の流れ
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まず、個人の１年間の所得を10種類に区分し、各種所得金額を計算します。各所得の金額が出たら、次に一定の所得グループに区分して合計します。なお、前年より繰り越された損失がある場合は、これらの所得グループから一定の方法により順次控除します。

次に、これらの所得グループから14 種類の所得控除額を控除し、各課税所得金額を求め、課税所得金額ごとに税率を乗じて税額を算出、それらを合計します。
そこから税額控除額、源泉徴収税額および予定納税額を控除して、ようやく納付すべき所得税額が確定します。

　会社勤めのサラリーマンなど、大部分の人にとって確定申告は必要ありません。なぜならば、毎月の源泉徴収で所得税を納付しており、なおかつ年末調整により過不足の精算も済んでいるためです。
　ただし、サラリーマンであっても、次に挙げるような方は確定申告を行わなければなりません。

■給与収入のある人のうち確定申告の対象となる人



　本来ならば確定申告をする義務のない人でも、所得税の還付や損失の繰越控除を受けるために確定申告をすることができます。
（１）確定損失申告
純損失の繰越控除、雑損失の繰越控除、その他各種繰越控除等の適用を受けようとする場合に行う確定申告です。その年の翌年2 月16 日から3 月15 日までの間に申告書を提出します。
（２）還付申告
所得税額の計算上、控除しきれない外国税額や源泉徴収税額、予定納税額がある場合には、それらの還付を受けるための還付申告をすることができます。
　還付申告には色々なケースがありますが、年間10万円以上の医療費を払った場合の申告（医療費控除）などは、その代表的なものと言えるでしょう。

　確定申告書は、申告する内容によって「Ａ」と「Ｂ」の2種類に分かれています。申告書Ａは、申告する所得が給与所得、雑所得、総合課税の配当所得、一時所得のみで、予定納税額のない人が使用するものです。
　一方の申告書Ｂは、所得の種類にかかわらず全ての人が使用できます。事業所得のある個人事業主や、賃貸収入による不動産所得、土地の売買などから生じた譲渡所得がある人は申告書Ｂを使用します。

　このほか、上場株式等に係る配当等、公募証券投資信託の収益の分配などで申告分離課税を選択した所得がある場合には「第三表」、所得金額が赤字であるなど損失申告を行う場合には「第四表」を提出しなければなりません。

■申告書の種類
	申告書Ａ
	給与所得、配当所得、一時所得、雑所得のみの場合に使用

	申告書Ｂ
	申告書Ａを使用する場合以外に使用

※第三表、第四表を作成する場合には申告書Ｂを使用します


■帳票の種類

	第一表　第二表
	必ず提出する基本的な帳票

	第三表
	公募証券投資信託の収益の分配などで申告分離課税を選択した所得がある場合に使用

	第四表
	所得金額が赤字であるなど損失申告用を行う場合に使用

	第五表
	修正申告を行う場合に使用




　個人が得た収入は、その性質により１０種類の所得に分類されます。
	事業所得

（営業等・農業）
	商・工業や漁業、農業、自由職業などの自営業から生ずる所得

	
	事業規模で行う、株式等を譲渡したことによる所得や先物取引に係る所得

	不動産所得
	土地や建物、船舶や航空機などの貸付けから生ずる所得

	利子所得
	公社債や預貯金の利子などの所得

	
	国外で支払われる預金等の利子などの所得

	配当所得

※ 配 当 所 得 には確定申告不要制度があります
	法人から受ける剰余金の配当、公募証券投資信託の収益の分配などの所得（申告分離課税を選択したものを除く）

	
	上場株式等に係る配当等、公募証券投資信託の収益の分配などで申告分離課税を選択したものの所得

	
	特定目的信託の社債的受益権の収益の分配などの所得

	給与所得
	俸給や給料、賃金、賞与、歳費などの所得

	雑所得
	公的

年金等
	国民年金、厚生年金、公務員の共済年金、恩給などの所得

	
	その他
	原稿料や講演料、生命保険の年金など他の所得に当てはまらない所得

	
	
	業（事業規模を除く）として行う、株式等を譲渡したことによる所得や先物取引に係る所得

	
	
	公社債の償還差益のうち、一定の割引債の償還差益などの所得

	譲渡所得
	ゴルフ会員権や金地金、機械などを譲渡したことによる所得

	
	土地や建物、借地権、株式等を譲渡したことによる所得

※ 株式等の譲渡については事業所得、雑所得となるものを除く

	一時所得
	生命保険の一時金、賞金や懸賞当せん金などの所得

	
	保険・共済期間が5年以下の一定の一時払養老保険や一時払損害保険の所得など

	山林所得
	山林（立木）を伐採して譲渡したことなどによる所得

	退職所得
	退職金、一時恩給、確定給付企業年金法及び確定拠出年金法による一時払の老齢給付金などの所得


　所得金額の計算あたっては、まず、すべての収入金額を10種類の所得に区分します。このとき、通勤手当や保険給付などの「非課税所得」は、所得から除くことができます。次に、各種所得金額を定められた方法に従って計算した後、それらを合算します。
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　ここでいう非課税所得とは、次に示すようなものです。
■非課税所得


（１）利子所得

銀行預金や郵便貯金の利子、国債・社債の利子は、利子所得に区分されます。
原則として、利子所得は源泉分離課税の対象とされており、確定申告の計算上は除外します。
　源泉分離課税とは、他の所得とは関係なく、所得を受け取るときに税額が源泉徴収され、それにより全ての納税が完結する制度です。金投資（貯蓄）口座の所得なども源泉分離課税の対象とされています。
■利子所得の範囲


　利子所得は、その金額を算出するに当たって複雑な計算を必要としません。収入金額の全てが利子所得となります。

　なお、海外の預金口座から発生した利子は、例外的に、他の所得と合算して課税をされる場合があるので注意が必要です。
（２）配当所得
　「株式会社の剰余金の配当」、「投資信託の収益の分配」などにより生じた所得は、配当所得に区分されます。
■配当所得の範囲


· 配当所得の計算と申告
　配当所得には、①他の所得と合算して超過累進税率により課税される総合課税、②上場株式等の配当等の申告分離課税、③確定申告不要制度――など、3パターンの課税方法があります。
　②の申告分離課税とは、他の所得と分離して所得税を計算する制度です。申告分離課税の対象となる所得がある場合には、必ず確定申告を行わなければなりません。③の確定申告不要制度とは、上場株式の配当等のうち、年換算で10万円以下のものなどについて、源泉徴収により納税を済ませることで確定申告が不要になる制度です。
■配当所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類

（３）不動産所得
　アパート・マンションの貸付けによる賃貸収入、地代などは不動産所得に区分されます。
■不動産所得の範囲


· 不動産所得の計算と申告

　不動産所得は、他の所得と合算して所得計算を行う総合課税の対象です。
■不動産所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


（４）事業所得

事業所得とは、個人事業者の営業から生じた所得や、事業規模で行われる株式譲渡、先物取引などによって得た所得です。

■事業所得の範囲
	営業等所得
	小売業、卸売業、製造業、サービス業（旅館業、クリーニング業など）、不動産売買仲介業、建設業、医師・弁護士などの自由職業、畜産業、漁業など

	農業所得
	米、麦、野菜、花、果樹などの栽培、生産など


· 事業所得の計算と申告

　事業所得は、他の所得と合算して所得計算を行う総合課税の対象です。

■事業所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


（５）給与所得

給与所得とは、俸給や給料、賃金、賞与、歳費などの所得のことです。給与と同時に支給される通勤手当や、出張、転任に伴う転居等の旅費については、通常必要とされるものに限り非課税とされています。
· 給与所得の計算と申告

　給与所得に課税される税金は、基本的には毎月の源泉徴収で納税が済んでおり、かつ、年末調整で税額の精算が完了しているため、その年の所得が給与所得のみの人は確定申告をする必要はありません。

■給与所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


（６）退職所得

　退職所得とは、退職手当、一時恩給、その他の退職によって一時に受ける給与などを指します。
· 退職所得の計算と申告

　退職所得を計算する場合、その計算過程で２分の１を乗じることになっています。これは、退職金等がリタイア後の生活の原資となることに配慮したもので、他の所得に比べて課税が軽減されているといえます。
■退職所得の計算方法


　この２分の１計算は、役員としての勤続年数が5年以下であり、かつ、その役員等勤続年数に対応する退職金として支払を受けるものについては適用されません。この場合には、「収入金額－退職所得控除額」の算式で計算した金額が、そのまま退職所得になります。
■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


（７）山林所得

　山林の伐採や譲渡によって得た所得を、山林所得といいます。
· 山林所得の計算と申告
■退職所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


（８）譲渡所得

土地や建物、株式、ゴルフ会員権などの資産を譲渡したことで生じた所得を譲渡所得といいます。
家具、什器、通勤用の自動車、衣服などの生活に通常必要な動産（時価30万円超の貴金属や骨董品などを除く）の譲渡による所得、公社債・公社債投資信託の受益権などの譲渡による所得は非課税とされています。
· 譲渡所得の計算と申告
譲渡所得の計算方法は、譲渡した資産の種類より異なりますので気を付けなければなりません。
■譲渡所得の課税区分

	譲渡資産
	課税方法

	下記以外
	総合課税

	土地等・建物等
	土地（土地の上に存する権利を含む）

建物およびその附属設備

構築物
	短期譲渡所得の金額または長期譲渡所得の金額として申告分離課税

	株式等

（ゴルフ会員権を除く）
	株式

出資持分

株式等証券投資信託の受益権など
	株式等に係る譲渡所得等の金額として申告分離課税


①土地・建物の譲渡所得
　土地・建物にかかる譲渡所得は、申告分離課税の対象です。したがって、他の所得とは区分して所得税額を計算しなければなりません。短期譲渡所得金額は税率30％、長期譲渡所得金額は税率15％として所得税が課税されます。
■譲渡所得の区分
	所有期間
	区分

	所有期間5年以内である資産の譲渡
	短期譲渡所得

	所有期間5年超の資産の譲渡
	長期譲渡所得


■譲渡所得の計算方法
	短期譲渡所得
	総収入金額－(取得費＋譲渡費用)－特別控除額
	税率30％

	長期譲渡所得
	総収入金額－(取得費＋譲渡費用)－特別控除額
	税率15％


表中の特別控除額とは、短期譲渡所得と長期譲渡所得をあわせて最高50 万円とされ、短期のものから優先的に控除するのがルールです。
■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類


②株式等に係る譲渡所得等

株式等に係る課税譲渡所得等の金額（上場分）に対し7％の税率、株式等に係る課税譲渡所得等の金額（未公開分）に対し15％の税率により所得税が課税されます（申告分離課税）。
（９）一時所得

一時所得とは、これまでに紹介した８つの所得以外の所得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で労務その他の役務の提供または資産の譲渡の対価としての性質を持たないものをいいます。
· 一時所得の計算と申告
■一時所得の計算方法


■申告書の記載場所

（１０）雑所得
雑所得とは、利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、退職所得、山林所得、譲渡所得及び一時所得のいずれにも該当しない所得をいいます。
■雑所得の具体例


· 雑所得の計算と申告
　雑所得は、他の所得と合算して計算する総合課税の対象です。

■雑所得の計算方法


■申告書の記載場所

■申告書に添付する書類




黒字の所得から、他の所得の赤字を引くことで所得税額を軽減できる、という制度があります。これを損益通算といいますが、対象となるのは不動産所得、事業所得、譲渡所得、山林所得などによる損失のみです。
（１）損益通算の順序

　損益通算の手順は、まず各種所得の金額を4グループに分け、一定の順序で損失を控除していきます。
■損益通算の4グループ


①第一次通算
（イ）Ａグループでの損益通算

不動産所得や事業所得の損失は、経常所得グループの金額から差し引きます。
（ロ）Ｂグループでの損益通算

総合課税の譲渡所得の損失は、一時所得の金額（50 万円の特別控除後、1/2を乗ずる前）から差し引きます。

②第二次通算

（イ）経常所得グループの損失に係る損益通算
①（イ）によって差し引けなかった損失は、次の所得から順次差し引いて行きます。

（ロ）総合課税の譲渡所得・一時所得グループの損失に係る損益通算
　①（ロ）でも差し引けなかった損失は、経常所得グループの金額から差し引きます。

③第三次通算
（イ）総所得金額の損失に係る損益通算

上記②イ又はロによっても差し引けなかった損失は、次の所得から順次差し引きます。

（ロ）山林所得の損失に係る損益通算
　また、第三次通算においては、山林所得の損失の通算を行うことになります。この損失は、次の順序で差し引いて行きます。


■損益通算のイメージ
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　年間10万円以上の医療費を支払っている人、災害の被害を受けた人など一定の要件を満たしている人は、所得の合計額から一定金額を控除する所得控除を適用できます。
	
	控除する金額
	備考

	雑損控除
	①損失の金額－総所得金額×1/10

②損失金額のうち災害関連資質の金額－5万円
	災害、盗難又は横領による損失が対象

	医療費控除
	その年に支払った医療日のうち、10万円を超えた部分の金額（保険金等で補てんされた金額を除く）
	控除額は最高200万円まで

	社会保険料控除
	本人又は生計を一にする配偶者その他の親族の社会保険料の額
	未払の社会保険料は対象外です

	小規模企業共済等掛金控除
	小規模企業共済等掛金を支払った場合、その支払った金額
	－

	生命保険料控除
	生命保険料（一般分）、個人年金保険料（個人年金分）、又は介護医療保険料（介護分）を支払った場合、その支払った金額のうち一定のもの
	保険金の受取人のすべてが本人又はその配偶者や親族であるものに限ります

	地震保険料控除
	地震保険料のうち一定のもの。

支払保険料が5万円以下の場合、支払い保険料の全額。5万円超の場合は、5万円。
	別荘等に係る地震保険料は対象です。

	寄付金控除
	特定寄附金の額－２千円
	特定寄附金とは、国、地方公共団体に対する寄附金や公益法人等に対する寄附金で一定のものなどです。

	障害者控除
	障害者：27万円　　
特別障害者：40万円

同居特別障碍者：75万円
	介護保険で要介護認定を受けているだけでは障害者控除の対象に該当せず、市町村長等の認定が必要。

	寡婦（夫）控除
	27万円を控除。扶養親族である子を有し、合計所得金額が500万円以下の場合、35万円
	寡婦とは、夫と死別又は離婚した後婚姻をしていない人で、総所得金額38万円以下の成型を一にする子を有する人

	勤労学生控除
	本人が勤労学生である場合、27万円を控除
	

	配偶者控除
	生計を一にする控除対象配偶者を有する場合に、一定金額を控除
	控除対象配偶者とは、合計所得金額が38 万円以下であるものをいいます。

	配偶者等特別控除
	生計を一にする配偶者で控除対象配偶者に該当しないものを有する場合、一定金額を控除
	本人の合計所得金額が1千万円を超える場合は適用不可

	扶養控除
	本人が控除対象扶養親族を有する場合、一定の金額を控除
	配偶者控除と重複して適用することは出来ません。

	基礎控除
	380,000 円
	－



　年末時点で住宅ローン残高がある場合など、所得税額そのものから一定の金額を控除することができます。この計算を税額控除といい、その代表的なものとして「配当控除」「住宅ローン控除」があります。
	
	控除する金額
	備考

	配当控除
	配当所得の金額の10％相当額を算出税額から控除
	算出税額から控除しきれない場合は切捨てとなります

	住宅借入金等特別税額控除
	年末時点で住宅ローン残高がある場合、一定金額を控除
	適用を受ける最初の年分の確定申告書に「（特定増改築等）住宅借入金等特別控除額の計算明細書」及び「住宅借入金等の年末残高証明書」を添付します。



　平成23年12月2日に東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法に基づき「復興特別所得税」が創設されました。
	納税義務者
	所得税の納税義務のある個人

	課税期間
	平成25年から平成49年

	課税標準
	基準所得金額（外国税額控除適用前の所得税額）

	税額の計算
	復興特別所得税額＝基準所得税額　×　2.1％


※予定納税や源泉徴収についても復興特別所得税を加味して計算します。
※納付及び還付に関しては所得税と同様に取り扱います。

【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
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確定申告の対象となる人
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次の計算をしたとき残額があり、さらに（1）から（6）のいずれかに該当する














給与収入が2千万円を超えている人


給与を1か所から受けており、給与所得、退職所得以外の所得の合計額が20万円を超える人


給与を2か所以上から受けており、年末調整されなかった給与収入と、給与所得、退職所得以外の所得金額の合計額が20万円を超える人


同族会社の役員やその親族で、同族会社からの給与のほかに貸付金の利子、店舗・工場などの賃貸料、機械・器具の使用料などを受け取った人


災害減免法により、源泉徴収税額の徴収猶予や還付を受けた人


在日の外国公館に勤務する人、家事使用人などで、給与の支払時に源泉徴収されないこととなっている人
































各種所得の合計額から所得控除を差し引いて、課税所得金額を求める





課税所得金額に税率を乗じて、所得税額を算出する





所得税額から、配当控除額と住宅ローン控除額を差し引く





確定申告ができる人　　　　　
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確定申告書の種類　　　　　
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各種所得の金額の計算
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　10種類の所得の概要　　　　　








1





一定の通勤手当


遺族年金、遺族恩給


雇用保険の失業手当


健康保険等の保険給付


心身や資産に損害を受けた時の損害保険金・見舞金


生活に必要な動産の譲渡収入など





各種所得金額の計算　　　　　








2





国債、社債の利子等


銀行預金、郵便貯金の利子等


ＭＭＦ、中期国債ファンドの収益分配金等








株式会社の剰余金の配当


投資信託の収益の分配等





収入金額　－　元本取得に要した負債の利子








第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄、「配当控除」欄、「源泉徴収税額」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「雑所得（公的年金等以外）、総合課税の配当所得、譲渡所得、一時所得に関する事項」欄、「住民税に関する事項」欄





上場株式等の支払通知書、特定口座年間取引報告書等





地代、家賃、権利金、名義買換料、更新料、礼金など


※以下のような不動産の貸付けは不動産所得に該当しません。


食事を提供する場合。いわゆる下宿などが該当。


自己の責任で他人の車両を補完する場合


従業員寄宿舎の貸付け





総収入金額　－　必要経費　－　青色申告特別控除額（青色の場合のみ）








第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄、「その他」欄第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「住民税・事業税に関する事項」欄


青色申告決算書（不動産用）又は収支内訳書（不動産用）





青色申告決算書又は収支内訳書








総収入金額　－　必要経費　－　青色申告特別控除額（青色の場合のみ）








第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄、「その他」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「住民税・事業税に関する事項」欄


青色申告決算書（一般用）又は収支内訳書（一般用）





青色申告決算書または収支内訳書





収入金額　－　給与所得控除額








第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄


※源泉徴収票に所得控除の記載がある場合には第一表及び第二表に転記します





源泉徴収票（原本）





（収入金額－退職所得控除額）　×　1/2





第三表：「収入金額」欄、「所得金額」欄、「退職所得に関する事項」欄





源泉徴収票（原本）





総収入金額－必要経費－特別控除額（最高50万円）





第三表：第三表：「収入金額」欄、「所得金額」欄


青色申告決算書（一般用）又は収支内訳書（一般用又は山林所得用）





源泉徴収票（原本）





第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「雑所得（公的年金等以外）、総合課税の配当所得、譲渡所得、一時所得に関する事項」欄





源泉徴収票（原本）





総収入金額　－　その収入を得るために支出した金額　－　特別控除額（最高50万円）





第一表：第三表：「収入金額」欄、「所得金額」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「雑所得（公的年金等以外）、総合課税の配当所得、譲渡所得、一時所得に関する事項」欄





公的年金、国税、地方税の還付加算金、郵便年金、生命保険年金、著述業以外の者の原稿料、講演料、知人などに対する貸付金利子、公社債の償還差益や発行差金、定期積金の給付補填金など





①と②の合計額


①公的年金等の収入金額－公的年金等控除額


②公的年金等以外の総収入金額－必要経費





第一表：「収入金額」欄、「所得金額」欄


第二表：「所得の内訳（源泉徴収税額）」欄、「雑所得（公的年金等以外）、総合課税の配当所得、譲渡所得、一時所得に関する事項」欄





源泉徴収票（原本）





所得税額の計算
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損益通算　　　　　








1





①経常所得グループ：利子所得、配当所得、不動産所得、事業所得、給与所得、雑所得


②譲渡所得・一時所得グループ：総合課税の譲渡所得（短期・長期）、一時所得


③山林所得グループ：山林所得


④退職所得グループ：退職所得





①総合課税の短期譲渡所得の金額（50万円の特別控除後）


②総合課税の長期譲渡所得の金額（50万円の特別控除後、1/2を乗ずる前）


③一時所得の金額（50 万円の特別控除後、1/2 を乗ずる前）





①山林所得の金額（50 万円の特別控除後）


②退職所得の金額（1/2 を乗じた後）





①経常所得グループの金額


②総合課税の短期譲渡所得の金額（50 万円の特別控除後）


③総合課税の長期譲渡所得の金額（50 万円の特別控除後、1/2 を乗ずる前）


④一時所得の金額（50 万円の特別控除後、1/2 を乗ずる前）


⑤退職所得の金額（1/2 を乗じた後）





所得控除　　　　　








2





税額控除　　　　　








3





改正事項　　　　　
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








